様式第三（第十六条第一項関係）
	土壌汚染対策法第３条第１項ただし書の確認申請書
年　　　月　　　日　　
　　いわき市長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いわき市平字梅本21
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　Iファクトリー株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　いわき　太郎
　土壌汚染対策法第３条第１項ただし書の規定による確認を受けたいので、次のとおり申請します。

	
	工場又は事業場の名称
	Iファクトリー株式会社 小名浜工場
	

	
	工場又は事業場の敷地であった土地の所在地
	いわき市小名浜大原字六反田22　外10筆
（別紙地番一覧表のとおり）
※筆数が多い場合は、別紙地番一覧表を作成
	

	
	使用が廃止された有害物質使用特定施設
	

	
	
	施設の種類
	65　酸又はアルカリによる表面処理施設
※水質汚濁防止法の項番号及び特定施設を記載
	

	
	
	施設の設置場所
	添付書類１のとおり
※特定施設の設置場所、排水経路等が分かる図面を添付
	

	
	
	廃止年月日
	令和◯年◯月◯日
	

	
	
	製造、使用又は処理されていた特定有害物質の種類
	ふっ素及びその化合物
※土壌汚染対策法の特定有害物質を記載
	

	
	確認を受けようとする土地の場所
	いわき市小名浜大原字六反田22　外10筆（添付書類２のとおり）
※ただし書きを受けようとする範囲を明示した図面（マーカー等で色付け）を添付
	

	
	確認を受けようとする土地について予定されてい
る利用の方法
	引き続き工場敷地として利用
	

	


備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
○ただし書きの確認申請の適用範囲について
　基本的にただし書きの適用範囲は、特定有害物質を使用等する水質汚濁防止法の特定施設（有害物質使用特定施設）が設置されている工場又は事業場の敷地全体となります。
　ただし、工場又は事業場の敷地が公道等（私道、水路、緑地帯、フェンス等）により明確に区分されていると認められる場合は、同一の工場又は事業場とみなさず、ただし書きの適用範囲外とすることができます。
※同一の工場又は事業場の敷地に含まれない土地としたい場合は、当該取扱いの根拠となる資料をいわき市長へ提出し、いわき市長が当該取扱いの妥当性を確認することが必要となります。

○添付資料作成例

ただし書の確認を受けようとする土地の所在地が複数の地番となる場合には、以下のような地番一覧表を作成し、別紙地番一覧表として添付してください。

工場又は事業場の敷地であった土地の所在地の地番一覧表（記載例）

	
	土地（地番）
	土地所有者の住所
	土地所有者の氏名

	1
	いわき市○○字○○１番１
	○○県○○市○○番９
	株式会社△△

	2
	いわき市○○字○○１番２
	○○県○○市○○番８
	▲▲　▲▲

	3
	いわき市○○字○○１番３
	○○県○○市○○番７
○○県○○市○○番６
※土地所有者が複数いる場合には、すべての所有者について記載
	××　××
●●　●●

	
	・・・・・
	・・・・・
	・・・・・・

	10
	いわき市○○字○○１番10
	
	□□　□□


○　添付書類

	
	資料番号
	添　付　書　類

	□
	
	工場又は事業場の敷地であった土地の所在地の地番一覧表
・対象地番が多い場合は、別紙地番一覧表を作成してください。

	□
	
	工場又は事業場の敷地であった土地の所在地の地図
・工場又は事業場の敷地全体が分かる地図を示してください。

	□
	
	廃止された有害物質使用特定施設の設置場所を示した図

・特定施設の設置場所、排水経路等が分かる図面を添付してください。

	□
	
	ただし書き（調査猶予）を受けようとする土地の範囲を明示した図面
・ただし書きを受けようとする範囲を明示した図面（マーカー等で色付け）を添付してください。

	□
	
	ただし書（調査猶予）を受けようとする土地の登記事項証明書
・登記事項証明書は３ヶ月以内のものを提出してください。

	□
	
	ただし書（調査猶予）を受けようとする土地の公図

・公図は３ヶ月以内のものを提出してください。

	□
	
	ただし書きの適用範囲外とする資料（該当する場合のみ）
・ただし書きの適用範囲外の土地する根拠資料を提出してください。


※土地の所有者








